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環境性、快適性、健康性に優れたオフィスビルに関する国内アンケート調査 

結果の概要 

平成 31 年４月 
 
■調査実施概要 

１．調査目的 
国内のオフィスビルに関する市場関係者（投資家、金融機関、テナント等）の環境性、快

適性、健康性に対する現状認識や今後の対応方針等の実態を把握することを目的とする。 
２．主な調査事項 

1）環境性、快適性、健康性に優れたオフィスビル（ＥＳＧ不動産）への国内市場関係者の認

識・評価 
2）ＥＳＧ不動産への国内市場関係者の投資姿勢 
3）入居時のＥＳＧへの配慮に関する国内市場関係者の取組姿勢 
4）ＥＳＧ不動産への投資・入居促進策 

４．調査方法：郵送調査（調査票の郵送による送付・回収） 
５．調査対象：企業年金基金、厚生年金基金、Ｊリート・私募リート・私募ファンド運用機関、

金融機関、一般事業会社 合計 3,000 社 

６．回収結果：有効回答数 411 社（回答率 13.7％） 
７．調査期間：平成 30 年 10 月１日～10 月 25 日 

 
図表１ 調査対象及び回答の企業等別内訳 

 
【アンケート調査結果のポイント】 

・不動産について、ＥＳＧに配慮することにより、「不動産価値は高まる」、または「今後高まる」

という回答が不動産投資家・ビルオーナー側で約８割、テナント入居者側で７割を占めた。 
・ＥＳＧ不動産への投資を行う理由としては、「入居者や入居企業が環境性、健康性、快適性を重

視して入居を選別しているから」という回答が３割を超え最も多かった。 
・テナント入居者側、不動産投資家・ビルオーナー側ともに、入居にあたってＥＳＧに配慮する

理由として、「従業員の労働環境の改善、従業員の満足度向上につながる又は期待されるため」

が最も多かった。 
・入居者の立場として、入居する不動産のＥＳＧにどの程度配慮しているかに対しては、「ある程

度配慮している」「大いに配慮している」を合わせるとテナント入居者側の方で７割、不動産投

資家・ビルオーナー側で６割を占めた。 

度数 ％ 度数 ％

Ｊリート、私募リート、私募ファンド運用会社 36 8.8 54 1.8

企業年金 23 5.6 75 2.5

金融機関 43 10.5 207 6.9

一般事業会社 308 74.9 2,664 88.8

無回答 1 0.2 － －

計 411 100.0 3,000 100

回答数 （参考）調査対象数
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・ＥＳＧ不動産への入居にあたって、そうではない不動産と比較して許容できる家賃の上昇率と

してはテナント入居者側、不動産投資家・ビルオーナー側ともに４％～６％が最も多かった。 
・我が国において、ＥＳＧ不動産への投資・入居を促進するために必要な施策等は、テナント入

居者側、不動産投資家・ビルオーナー側ともに、「環境性、健康性、快適性に関する検証結果や

好事例等の開示」「環境性、健康性、快適性等の要素を「見える化」する新たな認証制度の創設」

が上位を占めた。 
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■調査結果概要 

１．ＥＳＧ不動産の価値 

不動産について、ＥＳＧに配慮することにより、「不動産価値は高まる」、または「不動産

価値は高まっていない（あまり差がない）が、今後は高まる」という回答が不動産投資家・

ビルオーナー側で約８割、テナント入居者側で７割を占めた。 
 

図表２ ＥＳＧ不動産の価値（単回答） 

 
  

全体集計 テナント入居者側
不動産投資家・ビル

オーナー側

不動産価値は高まる。 49.8 47.4 55.4

不動産価値は高まっていないが（あま

り差がない）が、今後は高まる。
26.5 20.6 29.3

不動産価値は今後も高まらない。 5.4 3.1 5.8

不動産価値は今後、低くなる。 1.0 1.0 0.4

不動産価値は高まるか、わからない。 17.4 27.8 9.1
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２．ＥＳＧ不動産への投資を行う理由 

ＥＳＧ不動産への投資を行う理由としては、「入居者や入居企業がＥＳＧを重視して入居を選

別しているから」という回答が３割を超え最も多かった。 
その次に多い回答は「主要投資家（エクイティ資金供給者）がＥＳＧに配慮した投資行動を

重視し、またそのような投資行動を行っている企業へ投資を選別しているから」で２割程度を

占めた。 
なお、本設問は不動産投資家・ビルオーナー側に対してのみアンケートを行った。 

 
図表３ ＥＳＧ不動産への投資を行う理由（単回答） 

  

全体集計 テナント入居者側
不動産投資家・ビルオーナー

側

①. 主要投資家（エクイティ資金供給者）が環境性、

快適性、健康性に配慮した投資行動を重視し、また

そのような投資行動を行っている企業へ投資を選別

しているから。

20.4 0.0 20.4

②. 主要取引金融機関（デット資金供給者）が環境

性、快適性、健康性に配慮した投資行動を重視し、

またそのような投資行動を行っている企業へ出融資

を選別しているから。

2.6 0.0 2.6

③. 入居者や入居企業が環境性、快適性、健康性に

配慮した不動産を重視し、またそのような不動産を

選別しているから。

35.5 0.0 35.5

④. 他の競合企業が環境性、快適性、健康性に配慮

した投資行動を行っており、また今後そのような投資

行動を行っていないと競合企業と比較して競争力が

落ちるから。

7.2 0.0 7.2

⑤. 家賃・稼働率の安定化や上昇が期待され、

キャッシュフローが良くなると考えられるから。
6.6 0.0 6.6

⑥. 不動産投資市場における環境性、快適性、健康

性の評価が高くなり、結果として不動産価値（流動

性）が上昇すると考えられるから。

9.9 0.0 9.9

⑦. グリーンボンドなどの資金調達の多様化に貢献

するから。
0.0 0.0 0.0

⑧. ＣＳＲ、ＩＲ等を考慮し、責任投資、社会貢献を行

うのが世界の潮流だから。
11.8 0.0 11.8

⑨. 上記以外 5.9 0.0 5.9
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３．入居時にＥＳＧに配慮する理由 

テナント入居者側、不動産投資家・ビルオーナー側ともに、入居にあたってＥＳＧに配

慮する理由として、「中長期的な光熱費負担等のコスト低減効果がある（期待される）ため」

といった経済メリットよりも「従業員の労働環境の改善（従業員の満足度向上）につなが

る（期待される）ため」が最も多かった。また、テナント側では、「業務生産性が向上する

（期待される）ため」「優秀な人材確保、長期雇用安定に寄与する（期待される）ため」が

上位を占めた。 
 

図表４ 入居時にＥＳＧに配慮する理由（単回答） 

 
  

全体集計 テナント入居者側
不動産投資家・ビルオーナー

側

①. ＣＳＲ、ＩＲ等を考慮し、社会的責任、社会貢献を

意識しているため。
9.7 2.4 12.7

②. 中長期的な光熱費負担等のコスト低減効果があ

る（期待される）ため。
11.1 3.6 12.7

③. 従業員の労働環境の改善（従業員の満足度向

上）につながる（期待される）ため。
60.9 66.3 61.0

④. 業務生産性が向上する（期待される）ため。 13.5 19.3 9.6

⑤. 優秀な人材確保、長期雇用安定に寄与する（期

待される）ため。
4.9 8.4 3.9

⑥. 上記以外 0.0 0.0 0.0
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４．入居時におけるＥＳＧに対する配慮の程度 

入居者の立場として、賃料（価格）や立地といった条件の他に、入居する不動産のＥＳＧ

にどの程度配慮しているかという設問に対しては、「ある程度配慮している」「大いに配慮

している」を合わせるとテナント入居者側の方で７割、不動産投資家・ビルオーナー側で

６割を占めた。 
 

図表５ 入居時におけるＥＳＧに対する配慮の程度（単回答） 

  

全体集計 テナント入居者側
不動産投資家・ビルオーナー

側

①. あまり（全く）配慮しておらず、今後も変わらな

い。
9.3 16.2 5.4

②. あまり（全く）配慮していないが、今後は配慮する

必要がある。
28.5 13.1 35.5

③. ある程度配慮している。 49.0 61.6 43.0

④. 大いに配慮している。 13.2 9.1 16.1
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５．ＥＳＧ不動産への投資促進策 

我が国において、ＥＳＧ不動産への投資が（より一層）浸透・促進するために必要な情

報・施策等と考えられる項目として、テナント入居者側、不動産投資家・ビルオーナー側と

もに、「ＥＳＧ不動産が事業収支の改善や不動産価値の向上につながることがわかる検証結

果や好事例等の情報開示」「既存の認証制度と比較して、よりＥＳＧ等の要素を「見える化

（評価の透明性）」するような新たな認証制度の創設」が上位を占めた。 
不動産投資家・ビルオーナー側は、「ＥＳＧ等の要素を、積極的に鑑定評価に反映させる

仕組み」が２割弱を占め、３番目に多かった。 
 

図表６ ＥＳＧに配慮した不動産投資促進策（単回答） 

 
 
  

全体集計 テナント入居者側
不動産投資家・ビルオーナー

側

①. 既存の認証制度と比較して、より環境性、健康

性、快適性等の要素を「見える化（評価の透明性）」

するような新たな認証制度の創設。

20.6 18.6 20.4

②. 環境性、健康性、快適性等の要素を、積極的に

鑑定評価に反映させる仕組み。
17.2 12.8 17.9

③. 環境性、健康性、快適性等の要素に優れた不動

産が事業収支の改善や不動産価値の向上につなが

ることがわかる検証結果や好事例等の情報開示。

20.6 29.1 20.0

④. 環境性、健康性、快適性等の要素に優れた不動

産に入居することにより、優秀な人材確保、長期雇

用安定に寄与、従業員の満足度や業務生産性が向

上することがわかる検証結果や好事例等の情報開

示。

3.1 0.0 4.3

⑤. 不動産売買・賃貸において環境性、快適性、健

康性に関する情報開示（ホームページ、ちらし、重要

事項説明書など）の義務。

2.3 0.0 3.0

⑥. 国民や企業に対する普及啓発、啓蒙活動の積

極展開。
4.7 4.7 5.1

⑦. 環境性、快適性、健康性に優れた不動産に対す

る金融機関の融資利率の低下（不動産投資の場

合）。

13.8 16.3 12.3

⑧. 環境性、快適性、健康性に優れた不動産に対す

る不動産流通税等の軽減措置（不動産投資の場

合）。

16.4 15.1 16.6

⑨. 上記以外 1.3 3.5 0.4
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６．ＥＳＧ不動産への家賃上昇許容率 

ＥＳＧ不動産への入居にあたって、そうではない不動産と比較して許容できる家賃の上

昇率としてはテナント入居者側、不動産投資家・ビルオーナー側ともに４％～６％が最も

多かった。 
 

図表７ ＥＳＧ不動産への家賃上昇許容率（単回答） 

 

  

全体集計 テナント入居者側 不動産投資家・ビルオーナー側

①. 10％超 7.3 7.2 7.5

②. 8％～10％ 11.1 8.4 11.8

③. 6％～8％ 5.9 3.6 7.0

④. 4％～6％ 24.3 24.1 25.9

⑤. 2％～4％ 15.6 13.3 16.7

⑥. 0％～2％ 12.9 8.4 14.0

⑦. 0％ 13.7 22.9 9.6

⑧. 上記以外 9.2 12.0 7.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0(%)



（別紙） 

9 
 

７．ＥＳＧ不動産への入居促進策 

我が国において、ＥＳＧ不動産への入居が（より一層）浸透・促進するために必要な情

報・施策等と考えられる項目として、テナント入居者側、不動産投資家・ビルオーナー側と

もに、「ＥＳＧ不動産に入居することにより、優秀な人材確保、長期雇用安定に寄与、従業

員の満足度や業務生産性が向上することがわかる検証結果や好事例等の情報開示」を選択

した回答が最も多かった。 
また、その次に多い回答は、テナント入居者側、不動産投資家・ビルオーナー側ともに、

「既存の認証制度と比較して、よりＥＳＧ等の要素を「見える化（評価の透明性）」するよ

うな新たな認証制度の創設」であった。 
 

図表８ ＥＳＧ不動産への入居促進策（単回答） 

 
 

全体集計 テナント入居者側
不動産投資家・ビルオーナー

側

①. 既存の認証制度と比較して、より環境性、健康

性、快適性等の要素を「見える化（評価の透明性）」

するような新たな認証制度の創設。

23.1 23.6 23.1

②. 環境性、健康性、快適性等の要素を、積極的に

鑑定評価に反映させる仕組み。
4.4 1.1 4.7

③. 環境性、健康性、快適性等の要素に優れた不動

産が事業収支の改善や不動産価値の向上につなが

ることがわかる検証結果や好事例等の情報開示。

12.3 16.9 10.7

④. 環境性、健康性、快適性等の要素に優れた不動

産に入居することにより、優秀な人材確保、長期雇

用安定に寄与、従業員の満足度や業務生産性が向

上することがわかる検証結果や好事例等の情報開

示。

37.4 38.2 38.5

⑤. 不動産売買・賃貸において環境性、快適性、健

康性に関する情報開示（ホームページ、ちらし、重要

事項説明書など）の義務。

9.0 7.9 11.1

⑥. 国民や企業に対する普及啓発、啓蒙活動の積極

展開。
7.4 7.9 6.4

⑦. 環境性、快適性、健康性に優れた不動産に対す

る金融機関の融資利率の低下（不動産投資の場

合）。

1.8 1.1 1.7

⑧. 環境性、快適性、健康性に優れた不動産に対す

る不動産流通税等の軽減措置（不動産投資の場

合）。

3.8 2.2 3.4

⑨. 上記以外 0.8 1.1 0.4
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